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はじめに

　令和 5 年度税制改正はいくつかの大きな改
正がなされました。特に、これまで相続税・
贈与税の分野で議論されてきた、資産移転の
時期の選択により中立的な税制の構築につい
ては、一定の措置が講じられましたので、本
日はこの改正内容について、議論の背景も含
めて少し詳しく説明させていただきたいと思
います。その上で、NISA の拡充等、個人所
得課税に係る改正を中心に、その他の分野の
税制改正の内容についても説明したいと思い
ます。
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1.　資産移転の時期の選択により中立的
な税制の構築

⑴　議論の背景
　相続税・贈与税の分野では、 7 年程前から
政府税制調査会において、資産移転の時期の
選択に中立的な税制をどのように構築してい
くかという課題が議論されて参りました。ま
た、近年における与党の税制調査会でも議論
が行われてきたところです。
　この議論の背景として指摘されてきた状況
について、簡単に説明したいと思います。 1
つには近年の経済社会の構造変化があり、も
う 1 つには日本の相続税・贈与税に内在する



令和 5 年度税制改正について ―　　―47信託295号 2023.8

構造的な要因があります。
　資料 4 頁では、近年の経済社会の構造変化
として、我が国における金融資産の保有状況
を示しています。グラフ「年代別 金融資産
残高の分布の推移」は、年代別の金融資産残
高を示したもので、日本国内全体の金融資産
について、1999年当時においては60歳代の方
が28.9％、70歳以上の方が15.6％を保有して
おり、合わせて約45％を保有していたことが
分かるかと思います。これに対し、2019年に
は60歳以上の方の保有割合が約65％に増加し
ております。
　また、グラフ「年代別 金融資産保有総額」
のとおり、1999年当時における70歳以上の方
の金融資産保有状況は約266兆円であるのに
対し、2019年には約700兆円となっており、
70歳以上の世代が保有している金融資産の絶
対額もかなり大きくなっております。高齢化
の影響もありますが、マクロで見た場合、金
融資産を高齢世代が多く保有する状況になっ
ていることが窺えると思います。
　資料 5 頁は、被相続人の方がお亡くなりに
なった年齢を示したものです。平成元年（1989
年）においては、80歳以上の方がお亡くなり
になり相続が行われたケースは全体の 4 割弱
であったのに対し、30年後の令和元年（2019
年）には 7 割強という状況になっています。
　これ自体は長寿化の結果ですので喜ばしい
ことですが、80歳以上の方がお亡くなりにな
った場合、その子どもの年齢は50歳代以上が
想定され、親から子どもへの資産移転という
観点に立って考えると、相続を受ける子ども
の年齢もかなり高くなっていることが想定さ
れます。いわゆる「老老相続」であり、相続
という機会を通じて若年世代への資産移転は
進みにくい状況であると考えられます。今後

の我が国の人口構成などを考えた場合、高齢
世代への金融資産の偏りという問題や「老老
相続」の増加という状況は、今後も進んでい
くと思われます。
　資料 6 頁は、高齢者世帯における貯蓄残高
を示したものです。右側のグラフ「高齢者夫
婦世帯の貯蓄現在高分布（2019年）」のとおり、
高齢者夫婦世帯のうち、貯蓄残高3,000万円
以上の世帯は20.6％、450万円未満の世帯は
27.3％となっております。先ほど、高齢者世
帯が資産を多く保有していると申し上げまし
たが、その一方で、個々の世帯で見た場合に
はばらつきがある状況が分かると思います。
　資料 7 頁は、親の所得と子どもの進学率な
どの関係を分析したものです。ここでは、政
府税制調査会において外部有識者の方が説明
された資料を引用しております。左側のグラ
フ「高校卒業後の予定進路（家計年収別）」
では、横軸が親の所得を、縦軸が進学率を、
それぞれ示しています。このデータによれば、
親の所得が高くなるほど、その子どもは四年
制大学への進学率が高くなる結果となってい
ます。
　右側のグラフ「学歴別生涯賃金」によれば、
大学卒・大学院卒の方が生涯賃金は高額にな
る傾向が見られます。つまり、この有識者の
方によれば、親の所得が子どもの教育機会に
差を生み出し、それが子ども世代の所得格差
に繋がっているのではないかという分析が示
されております。
　ここまでは、近年の経済社会の構造変化に
ついて簡単に見て参りました。ここからは、
日本の相続税と贈与税に内在する構造的な要
因について見ていきたいと思います。
　資料 8 頁の図は、日本の相続税と贈与税（暦
年課税）の関係を示したものです。相続税の
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税率は 6 億円超で最高税率55％に到達するの
に対し、贈与税の税率は4,500万円で55％に
達しています。
　税制全体の中で、相続税・贈与税は、富の
集中の抑制あるいは資産の再分配機能の確保
という役割を担っている関係で、資産移転の
額が大きくなればなるほど高い税率（累進税
率）が適用されていますが、贈与税と相続税
に係る税率の累進度合いを比較すると、贈与
税の方が累進度合いは強くなっております。
　実のところ、贈与税は相続税の累進回避を
防止する観点から、相続税よりも累進度合い
の強い税率構造となっており、相続税を補完
する役割があると言われています。ざっくり
した説明をすれば、仮に贈与税の税率が低い
とすると、生前に財産を小分けに分割して毎
年毎年移転することを許容してしまい、相続
税の累進構造が意味のないものになってしま
います。そうしたことを防ぐ観点から相続税
よりも累進度合いの強い税率構造が採られて
います。
　こうした相続税・贈与税の税率構造の下で
は、例えば相続する財産が4,000万円の場合、
限界税率は20％となりますが、仮に生前に財
産を1,000万円単位に分割して何年かかけて
贈与するとなると、贈与税の限界税率は30％
となり、相続税よりも高い税率に直面するこ
とになります。このため、生前にまとまった
財産を贈与し難い状況があるということです。
　一方、極少数の方にしか当てはまらないと
思いますが、相続財産が 6 億円を超えて相続
税の最高税率が課されるような場合、財産を
数千万円単位に分割して贈与すれば、相続税
よりも低い税率が適用されることになります。
　実際の申告データを分析しても、こうした
傾向は見られます。先ほど申し上げたように、

高齢世代が金融資産を多く保有する状況が進
み、また「老老相続」の増加により、相続の
機会を通じた資産移転が行われ難くなってい
る状況にあって、生前贈与でも相続でもニー
ズに即した資産移転が行われるよう、相続・
贈与のタイミングにかかわらず税負担を一定
にしていくため、「資産移転の時期の選択に
より中立的な税制」を構築していくことが課
題になってきました。
　資料 9 頁は、今回の改正前における我が国
と諸外国の相続・贈与に関する税制の比較を
示したものです。国際的に見ると、相続税に
ついては、亡くなった人が遺した財産に対し
て課税する遺産課税方式を採っている国と、
相続人が取得した財産に対して課税する遺産
取得課税方式という、大きく 2 つの方式があ
ります。基本的に、遺産課税方式においては、
観念的にはお亡くなりになった人が相続税を
支払います。一方、遺産取得課税方式におい
ては、財産を取得した人が取得した財産に応
じて相続税を支払うことになっています。贈
与の段階の課税についても、基本的に相続段
階での課税とパラレルの関係となっていま
す。そのため、英米など遺産課税方式を採用
している国では、贈与者が納税義務者となり
ます。一方、独仏など遺産取得課税方式を採
用している国では、受贈者に納税義務が発生
します。
　アメリカは遺産課税方式を採用しておりま
すが、贈与税と遺産税の税率表が統合される
など、一生涯にわたる財産の移転に対して、
生前贈与・相続を一体的なものとして累積的
に贈与税・遺産税が課税されています。具体
的には、ある資産家が生前に贈与を行った際
には、その都度、過去に行った生前贈与を累
積する形で贈与税を計算していきます。その
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際、過去に支払った贈与税は控除されます。
また、その方が亡くなった段階で、過去に行
われた累積贈与額と遺産額を合算して遺産税
を計算する形になっております。その段階で
は生前に支払った贈与税は控除されます。
　ドイツ、フランスは遺産取得課税方式を採
用しています。ドイツでは過去10年間にわた
り、フランスでは過去15年間にわたり、その
期間内に受けた生前贈与と相続が一体のもの
として累積的な課税が行われています。遺産
取得課税方式ですので、受贈者、相続人に対
して課税されますが、ある人から生前贈与を
受ける都度、過去の一定期間にその人から受
けた生前贈与分を累積する形で贈与税を計算
します（過去に支払った贈与税は控除）。そ
の人が亡くなると、過去の一定期間にその人
から受けた生前贈与分と、相続を受ける分を
合算して相続税を計算するという形になって
います（過去に支払った贈与税は控除）。
　これに対して、日本は法定相続分課税方式
という特殊な方式を採っています。納税義務
者は受贈者、相続人ですが、相続税の負担
は、相続人が受けた財産の移転額だけではな
くて、被相続人が残した相続財産全体がいく
らか、および法定相続人が何人でどういう構
成であるか、といったことに依存するため、
相続の段階にならないと最終的な税負担額が
決定しないという特色があります。このた
め、アメリカあるいはドイツやフランスのよ
うな国では贈与段階で課税関係が完結する一
方で、日本では生前贈与と相続に対してスム
ーズな形での累積的な課税ができないという
状況があります。
　こうした中で、日本では、法定相続分課税
方式が導入された昭和33年から、相続前の 3
年間に行われた贈与については相続時に相続

財産に加算して計算するという仕組みが講じ
られています。しかし、この「相続前の 3 年
間」というものは、遡及期間としても短く、
資産移転の時期に中立的とは言えない形でし
た。さらに、2003年には、只今申し上げたよ
うな問題も踏まえつつ、相続時精算課税制度
という仕組みが導入されました。
　資料10頁では、相続時精算課税制度の概要
をまとめております。この制度は、税務署
に「この人から受ける贈与については相続時
精算課税制度を選択します。」という選択の
届出をすると、その方から受ける財産の移
転については、生前贈与の段階では累積で
2,500万円を超えるまでは贈与税が課されず、
2,500万円を超えた部分について20％の贈与
税を支払っておき、その贈与者がお亡くなり
になった段階で、生前に受けていた累積贈与
額を相続財産に加算して相続税を計算し、そ
のうえで既に支払っている贈与税がある場合
には控除あるいは還付するという仕組みで
す。その名称のとおり、この制度は相続時点
で精算するという仕組みになっています。相
続時精算課税を選択すると、その後は特定の
贈与者から受ける財産の移転については生前
贈与と相続のいずれであっても税負担は変わ
らないことになりますので、資産移転の時期
に中立的な仕組みになっています。
　しかし、様々な状況変化の中で、近年、相
続時精算課税制度は必ずしも広く利用されて
いるとは言い難い状況にありました。また、
一旦税務署に選択の届出を行った後、たとえ
少額の贈与であっても、贈与を受けるとその
額を累積していかなくてはいけませんので、
税額が発生しなくても税務署に申告する必要
があるという点で使い勝手が悪いといった指
摘もありました。これが、今回の改正前にお
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ける相続時精算課税制度の概要です。
　こうした近年の経済社会の構造変化、日本
の相続税・贈与税の関係性、諸外国との比較
を踏まえ、近年、資産移転の時期の選択に中
立的な税制を構築することが課題となってき
ました。
　資料11頁では、令和元年 9 月26日の政府税
制調査会の答申を抜粋していますが、そこに
只今申し上げたことのエッセンスが盛り込ま
れています。
　まず、「高齢世代における資産蓄積が顕著
となっており、（中略）『老老相続』が増加し
ており、相続によっては消費意欲の高い若年
世代への資産移転が進みにくい状況になって
いる。また、贈与税については、相続税負担
の回避を防止する観点から高い税率が設定さ
れている（中略）平成15年度税制改正におい
ては、（中略）相続時精算課税制度が導入さ
れた（中略）が、必ずしも広く利用されてい
る状況ではない。」とされています。そのう
えで、「諸外国では、相続と生前贈与をより
一体的に捉えて課税を行うことで、資産移転
の時期の選択に対する税制の中立性を確保し
ている例が見られる。（中略）我が国におい
ても、こうした諸外国の例を参考にしつつ、

（中略）現行の相続時精算課税制度と暦年課
税制度のあり方を見直し、格差の固定化を防
止しつつ、資産移転の時期の選択に中立的な
税制を構築する方向で、検討を進める必要が
ある。」とされています。他方、「資産の早期
移転による消費拡大を通じた経済活性化を図
るための時限措置として、各種の贈与税非課
税措置が設けられているが、（中略）資産の
移転に対して何らの税負担も求めない制度と
なっており、格差の固定化につながりかねな
い側面がある。機会の平等の確保の観点など

を踏まえ、資産移転の時期の選択に中立的な
税制を構築していくこととあわせて、これら
各種の非課税措置のあり方についても検討し
ていく必要がある。」とされています。ここ
での「各種の贈与税非課税措置」について、
具体的には住宅取得等資金、教育資金および
結婚・子育て資金に係る贈与税の非課税措置
が講じられています。以上が、この答申の内
容です。
　資料12頁では、令和 3 年12月10日にまとめ
られた令和 4 年度税制改正大綱を抜粋してい
ますが、ここでも基本的に只今申し上げたよ
うな政府税制調査会の方向性と大体同様の方
向性が示されていると思います。
　資料13頁では、政府税制調査会「相続税・
贈与税に関する専門家会合」における論点整
理を抜粋しています。昨秋、政府税制調査会
に本専門家会合が設置され、税法学者、財政
学者および税理士等の実務家の方々に参加い
ただき、複雑で専門的な問題について集中的
にご議論いただきました。本専門家会合にお
いて、 3 回にわたる議論の中で「資産移転の
時期の選択により中立的な税制の構築に向け
た論点整理」がまとめられました。本専門家
会合では、まず中期的な課題として、課税方
式の見直しについて議論が行われました。先
程お話ししましたように、法定相続分課税方
式という日本独自の仕組みを採用しているこ
とが、生前贈与と相続のいずれを選択するか
によって税負担に差が生じてしまうという問
題の根本にあります。本論点整理では、「わ
が国の場合は、法定相続分課税方式の下、贈
与税・相続税が別個の税体系となっているた
め、（中略）諸外国のように、贈与時点にお
いて課税関係が完結する形で累積的な課税を
行うことは難しい。」とされています。その



令和 5 年度税制改正について ―　　―51信託295号 2023.8

うえで、アメリカ型とドイツ・フランス型で
は課税方式は異なるものの、いずれの方式で
も贈与時点において課税関係が完結する形で
累積的課税が行われていることを踏まえ、「諸
外国と同様の形で累積的な課税を目指すとす
れば、法定相続分課税方式を見直していくこ
とが考えられる。」とされています。ただ、
各有識者の方から色々なご意見があったので
すが、最終的には、「課税方式も含む相続税・
贈与税のあり方については、資産移転の時期
の選択に対する中立性の観点だけではなく」
様々な観点があり、「更には相続のあり方に
関する国民の考え方とも関連している」ため、
本論点整理では「引き続き、幅広い観点から
議論を行っていく必要がある」とされました。
　資料14頁では、本論点整理のうち、現行の
法定相続分課税方式の下でどのような対応が
できるのかについて取りまとめた部分を抜粋
しています。まず、相続時精算課税制度につ
いて、「暦年課税と相続時精算課税の選択制
は引き続き維持」することとされております。
一部の雑誌等では、暦年課税が廃止されるの
ではないかといった記事もありましたが、こ
の選択制は引き続き維持することとなりまし
た。また、「相続時精算課税制度の使い勝手
を向上させ、納税者が必要に応じて同制度を
利用できるようにすべき」といったことや、
少額贈与に関しては「一定の少額以下は課税
しないことが考えられるのではないか」とい
ったことが記載されています。さらに暦年課
税における相続前贈与の加算については、現
行では 3 年という加算期間になっています
が、「諸外国の例も参考にしつつ、現行の加
算期間を延ばすことが適当ではないか」とさ
れたほか、贈与税の非課税措置について、「資
産の移転に対して何らの税負担も求めない制

度となっており、（中略）世代を超えた格差
の固定化につながりかねない懸念がある」と
されております。こうした専門家会合での議
論や政府税制調査会本体での議論を踏まえ、
最終的には昨年11月後半から12月にかけて与
党の税制調査会で様々な議論が行われたの
ち、最終的な制度見直しの内容が取りまとめ
られました。

⑵　相続時精算課税と暦年課税の見直し
　資料15頁では、制度見直しの内容について
説明しています。まず、暦年課税と相続時精
算課税の選択制は引き続き維持することと
し、そのうえで、相続時精算課税で受けた贈
与については暦年課税の基礎控除とは別途、
年間110万円までは課税しないという基礎控
除を設けることになりました。また、相続時
精算課税で受贈した土地・建物について、災
害で壊れてしまうといったようなことが生じ
得るところ、一定以上の被害を受けた場合に
は相続時にその被害を受けた額を控除すると
いった取扱いを講じております。
　さらに、暦年課税における相続前贈与の加
算について、現行の加算期間は相続開始前 3
年間でしたが、これを 7 年間に延長すること
になりました。ただ、これは2024年 1 月以降
に受けた贈与について適用し、本年12月まで
の贈与分は従来どおりの取扱いになります。
また、2024年 1 月以降の贈与について適用さ
れますので、2027年 1 月以降、加算期間は順
次延長していく形となり、最終的に加算期間
が 7 年間となるのは2031年 1 月以降にお亡く
なりになった場合からとなります。その上で、
延長した 4 年間に受けた贈与については、総
額100万円まで相続財産に加算しないという
取扱いとなっております。
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　資料16頁では、只今申し上げた内容を改め
て図示しております。上の図「相続時精算課
税（暦年課税との選択制）」に記載のとおり、
相続時精算課税については、その選択後も年
間110万円まで課税されないことになります。
また、財産の評価については、贈与時点での
時価で固定するのが相続時精算課税制度の大
原則ですが、災害で土地・建物が一定以上の
被害を受けた場合にはその被害額を控除する
ことになります。一方、下の図「暦年課税」
に記載のとおり、暦年課税については、加算
期間を 7 年間に延長し、延長した 4 年間に受
けた贈与については総額100万円まで相続財
産に加算しないことになります。
　以上が、相続時精算課税と暦年課税につい
て、令和 5 年度税制改正において与党の税制
調査会が最終的に決定した制度見直しの内容
です。

⑶　教育資金の一括贈与、結婚・子育て資金
の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の見
直し

　教育資金の一括贈与と結婚・子育て資金の
一括贈与に係る贈与税の非課税措置の見直し
についても、本年 3 月末の適用期限時にその
あり方について議論するというこれまでの方
針もありましたので、与党の税制調査会で
様々な議論が行われました。
　最終的に、教育資金の一括贈与に係る贈与
税の非課税措置については、適用期間が 3 年
間延長となっております。ただ、資料17頁に
記載のとおり、 2 つの見直しが行われていま
す。
　 1 点目は、最終的に教育資金として使われ
なかった残額が生じた場合には贈与税が課税
されますが、従前はその税率については特例

税率という少し軽減された税率が適用されて
いました。この特例税率のそもそもの趣旨は、
直系尊属から直系卑属への資産の移転の促進
ということでありましたので、教育資金とし
て使われなかった残高に対して適用するのは
必ずしも趣旨と整合的ではないため、本則税
率を適用することとなりました。
　 2 点目は、贈与者がお亡くなりになった際、
現行の制度では受贈者が23歳以上で大学等に
通っていないなどの場合には、その時点での
残高を相続財産に加算して相続税を課税する
という取扱いになっておりますが、受贈者の
年齢等に関わらず――受贈者が23歳未満など
の場合であっても――、贈与者が 5 億円を超
えるような大きな財産を遺した場合には、そ
の時点で残高を相続財産に加算するという見
直しを講じております。結婚・子育て資金の
一括贈与に係る贈与税の非課税措置において
は、贈与者が死亡した場合には受贈者の年齢
に関わらず、その時点で一律に相続財産に加
算するという取扱いになっていますが、教育
資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置に
おいても、贈与者に係る相続税の課税価格の
合計が 5 億円を超える場合には同様の取扱い
となります。
　結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税
の非課税措置については、資料18頁に記載の
とおり、利用件数が年間150件程度とかなり
少ない状況になっており、こうした状況も踏
まえて適用期限が 2 年延長となっておりま
す。また、最終的に結婚・子育て資金として
使われなかった残額に対しても、教育資金贈
与に係る贈与税の非課税措置と同様に、本則
税率が適用されるという見直しを講じており
ます。
　以上が、相続税・贈与税の分野における改
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正内容です。

2.　他の分野の改正事項

　先ほども申し上げましたように、令和 5 年
度税制改正は、相続税・贈与税以外の分野で
も重要な改正が多く行われました。ここから
は、主に所得税関連の改正内容を中心に説明
したいと思います。
　令和 5 年度税制改正において、所得税関連
では、NISA 制度の抜本的拡充・恒久化、ス
タートアップへの投資に係る税制措置、およ
び極めて高い水準の所得に対する負担の適正
化、という 3 つの対応が講じられました。

⑴　NISA 制度（少額投資非課税制度）の抜
本的拡充・恒久化

　まず、NISA 制度の抜本的拡充・恒久化に
ついてです。
　NISA は2014年度に開始された制度であ
り、その後、つみたて NISA の創設等が行わ
れました。また、岸田内閣の下では、昨年11
月に政府として「資産所得倍増プラン」がま
とめられました。そこでは、成長と資産所得
の好循環を実現していくとされ、具体的には、
NISA の総口座数や買付額を倍増させていく
といった野心的な目標が定められておりま
す。そうした政府全体の議論の中で、NISA
制度について抜本的な拡充を行うことになっ
ており、かなり思い切った制度改正が行われ
ております。
　資料20頁では、現行の NISA 制度および
令和 6 年以降の新制度の内容を図示してい
ます。現行の制度はつみたて NISA と一般
NISA のいずれかを選択してもらいました
が、令和 6 年以降は併用を可能にすることと

されております。
　年間の投資上限額について、つみたて
NISA は40万円でしたが、令和 6 年以降は
120万円になります。一般 NISA も、成長投
資枠という名前に変更されますが、年間の上
限額は120万円であったところ、令和 6 年以
降は240万円になり、かつつみたて NISA と
の併用が可能となるため、かなり大きな金額
まで積み立てられることになります。
　非課税保有期間について、従来、つみた
て NISA は20年、一般 NISA は 5 年間という
期間があったのですが、いずれも無期限化す
るという改正が行われました。ただ、そうす
ると、いくらでも NISA の非課税枠で投資で
きることになってしまうので、そこは一定の
限度額を設けようということで、生涯を通じ
た非課税保有限度額の枠を設定することとさ
れ、1,800万円とし、成長投資枠については
内数として1,200万円までという総枠が設け
られることになっております。
　口座開設可能期間について、これまでつみ
たて NISA は2037年まで、一般 NISA は2023
年までの期限が定められていたのですが、老
後に向けて投資を続けられるようにしようと
いうことで、恒久化されております。
　こうした新制度は令和 6 年から適用される
ことになります。なお、既存の投資分の取扱
いについて、本年末までに現行の一般 NISA
あるいはつみたて NISA において投資した商
品は、令和 6 年から適用される新制度の外枠
で引き続き保有できることとされておりま
す。

⑵　スタートアップへの投資に係る税制措置
　次に、スタートアップへの投資に係る税制
措置についてです。
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　資料21頁、スタートアップの投資に係る税
制措置の全体像を図示しています。
　昨年11月、岸田内閣は「スタートアップ育
成 5 か年計画」をまとめました。本計画では、
現在、8,000億円規模となっているスタート
アップへの投資額について、 5 年後には10兆
円規模とすること等を目標に掲げ、幅広いス
タートアップ育成支援策を講ずることとした
ところです。
　こうしたことを踏まえ、我が国にスタート
アップを生み育てるエコシステムを創出する
観点から、今般の税制改正ではスタートアッ
プ・エコシステムを抜本的に強化するための
税制上の措置が講じられました。
　具体的には、従来の税制措置は、投資段階
での優遇措置として、スタートアップへの投
資額をその年の株式譲渡益から控除したり、
あるいは寄附金税制の枠組みを利用してその
年の総所得金額から控除することができ、非
課税措置ではなく、課税の繰延が認められて
いました。令和 5 年度税制改正では、自らリ
スクを取って出資する創業者を金銭面から力
強く後押しするとともに、特に資金の集まり
にくい創業初期のプレシード／シード期にお
けるエンジェル投資家からのスタートアップ
への出資をこれまで以上に支援するため、自
己資金による創業やプレシード／シード期の
スタートアップへ再投資した場合に限り、20
億円を上限とした非課税措置を設けたところ
です。
　また、スタートアップへの投資の促進とい
う観点からは、法人税の分野でも税制改正が
講じられ、オープンイノベーション促進税制
が大きく拡充されています。資料22頁に記載
のとおり、オープンイノベーション促進税制
は、法人が一定の要件のもとにスタートアッ

プに出資した場合に株式取得額の25％まで法
人所得から控除できる仕組みで、令和 2 年度
税制改正で導入されました。これまでスター
トアップに対する新規出資のみが所得控除の
対象になっていたのですが、令和5年度税制
改正において、M&A によりスタートアップ
の株式を取得した場合についても控除の対象
にするといった措置が講じられております。

⑶　極めて高い水準の所得に対する負担の適
正化

　続いて、極めて高い水準の所得に対する負
担の適正化についてです。
　近年、所得税の世界では、いわゆる「1億
円の壁」という問題が指摘されてきました。
具体的には、資料23頁の「イメージ」で図示
しているとおり、合計所得毎に所得税の負担
率を並べてみますと、 1 億円程度までは所得
税の負担率が上昇するのに対し、 1 億円を超
えると負担率が落ちてしまう事象が見られる
といったことが指摘されてきました。株式や
土地等といった資産性所得については、国税
は15％の分離課税の対象となっておりますの
で、資産性所得が多い場合には、どうしても
負担率が15％に近づいてくるわけです。この
問題については、政府税制調査会や与党の税
制調査会でも様々な議論が行われてきました
が、最終的に、極めて高い水準の所得に対し
ては最低限の負担を求める措置として税額を
別途計算するという取扱いになりました。具
体的には資料23頁に記載のとおり、まず合計
所得金額から特別控除額3.3億円を差し引き、
それに22.5％を掛け合わせることにより、税
額を計算します。そのうえで、計算後の税額
が通常の所得税額を上回るような場合につい
ては、差額分を申告納税していただくことに
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なります。
　資料24頁では、所得税と社会保険料を合わ
せた申告納税の負担率を示しています。合計
所得が 1 億円を超える方は日本全国に約1.9
万人いらっしゃいますが、今回の措置におけ
る対象者については、あくまでも目安として
申し上げると、国税庁が公表する統計データ
に基づき、平均的な所得構成を前提にすれば、
おおむね30億円を超える高い所得金額を有す
る者で、200～300名程度が対象となると見込
まれるところです。
　ちなみに、先ほど最低限納付すべき金額の
算出において、合計所得金額から特別控除額
を差し引いた金額に22.5％を掛け合わせると
申し上げましたが、この「22.5％」について
補足します。所得税法では、長期保有 5 年を
超える資産の譲渡に関する譲渡所得について
は、その金額の 2 分の 1 が総合課税の対象と
なる旨規定されております。この「 2 分の 1
課税」を前提に、国税である所得税の最高税
率45％の適用を考え、その半分に相当する
22.5％に近い負担を求めることとなっており
ます。

⑷　研究開発税制
　その他、所得税以外の分野でも様々な税制
改正が行われておりますので、簡単に説明し
ていきたいと思います。
　まず、法人税の分野では、研究開発税制の
見直しが行われております。具体的には、資
料25頁に記載のとおり、 3 つの見直しが行わ
れております。
　 1 点目として、法人の研究開発投資を増加
させるためのインセンティブを強化すべく、
この税額控除率・税額控除上限のメリハリを
強化していくこととなりました。

　 2 点目として、研究開発税制にはオープン
イノベーション型と一般型とがあり、オープ
ンイノベーション型はかなり優遇度が高いの
ですが、このオープンイノベーション型の対
象となる研究開発型スタートアップ企業の範
囲を拡大することとなりました。
　 3 点目として、研究開発投資の質の向上の
ために試験研究費の範囲を増やす部分と減ら
す部分のメリハリをつけていくといった見直
しが行われました。

⑸　自動車重量税のエコカー減税の見直し
　車体課税関連では、自動車重量税のエコカ
ー減税の見直しが行われております。なお、
車体課税には自動車税・軽自動車税と自動車
重量税がございますが、自動車税・軽自動車
税は地方税ですので、ここでは国税である自
動車重量税について説明します。資料30頁に
記載のとおり、以下の見直しが講じられてお
ります。
　 1 点目として、半導体不足等により、契約
してから納車のタイミングまでかなり時間を
要する車種があることも踏まえ、2023年末ま
でエコカー減税の基準を維持することとなり
ました。 2 点目として、そのうえで、エコカ
ー減税による減免の対象となるために必要な
燃費基準を 3 年間で段階的に引き上げていく
こととなりました。

⑹　適格請求書等保存方式（インボイス制度）
について

　インボイス制度についても措置が講じられ
ています。
　複数税率の下では、仕入税額を正確に計算
するための仕組みが必要です。平成28年度税
制改正の際、軽減税率の導入が決定されまし
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たが、その際にインボイス制度についても導
入が決定されました。ただ、丁寧な対応も必
要ということで、本年10月から導入されるこ
とになっておりますが、特に消費税の免税事
業者の方はインボイスを発行できないという
ことで、取引から排除されてしまうのではな
いかという懸念が指摘されておりました。
　こうした懸念に対応すべく、資料32～33頁
に記載のとおり、課税事業者が免税事業者か
ら仕入れる場合、インボイス制度導入後 3 年
間においては80％、さらにその後 3 年間にお
いても50％の仕入税額控除を可能とする経過
措置が設定されました。これは、既に決まっ
ていた対応ですが、令和 5 年度税制改正にお
いては、これに加えて新たに、免税事業者が
課税事業者（インボイス発行事業者）に転換
する場合における経過措置・激変緩和措置を
導入いたしました。
　具体的には、資料34頁に記載のとおり、イ
ンボイス制度導入後 3 年間については、これ
まで免税事業者だった方が課税事業者（イン
ボイス発行事業者）に転換された場合に納付
してもらう税額を売上税額の 2 割に軽減でき
ることとなりました。具体例を申し上げる
と、税込み770万円の売上げが生じた場合に
ついて、これまで免税事業者であった方がイ
ンボイス発行事業者になると納税額が14万円
でよいとする激変緩和措置が講じられており
ます。
　また、資料35頁に記載のとおり、少額のイ
ンボイスであっても、保存が必要となること
に対し、事務負担が重いとの指摘もありまし

たので、それに対応すべく、インボイス制度
導入後 6 年間、一定規模以下の事業者につい
ては、1万円未満の課税仕入れについて、イ
ンボイスの保存がなくても帳簿のみで仕入税
額控除を認める措置が採られました。

⑺　新たな防衛力整備計画に関する財源確保
について

　最後に、防衛財源について、少し説明させ
ていただきたいと思います。
　新聞などでも報道されておりますとおり、
昨年末に与党の税制調査会で防衛財源につい
て議論されました。昨年12月に取りまとめら
れた与党の令和 5 年度税制改正大綱では、資
料37頁に抜粋しているとおり、法人税に対す
る付加税率の幅、あるいは施行の時期までは
決まっておらず、少し幅を持たせた結論とな
りました。したがって、本年 3 月に成立した
税制改正法案には含まれておらず、今後、具
体的にその内容が固まったタイミングで、新
たに税制改正法案を国会に提出する形になり
ます。

　私からの説明は以上です。ご清聴ありがと
うございました。

　本稿は、令和 5 年 5 月16日に開催された
信託セミナーにおける財務省主税局税制第
一課企画官　宮下賢章氏の講演内容をとり
まとめたものです。

（みやした・よしあき）
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